
(令和７年３月３１日時点）

項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 市民意見の集
約及び検討実
施のルーティン
化

・毎年実施している市民アンケート意見の整理・集
約、対応の判断、次年度の予算等への反映検討な
ど、市民意見をもとにした一連の流れを定型化する

・「子どもプラン」の進捗確認のため、毎年市民約５，０００
人を対象にアンケートを収集（プラン改定年は約２０，０００
人対象）。自由記述意見は約５００件あるが、これまでは収集
のみで意見の整理や対応の検討等を行っていなかった
・令和４年度実施のアンケートの自由記入意見について昨年度
検討を行い、令和６年度の施策に反映し、既に実現したものや
現在進捗している案件あり

・令和６年度以降、アンケート収集後の流れをルーティン化し、市民の声から行政手続き
等の改善や施策の検討・着手・実施が行われるようにする
・他局所管分については内容を共有し、検討を依頼する

・	課題A（２）の改善や子育て施策の検討等が行われるよう自
由記述の市民の声をジャンル分けし、内容を共有する仕組み
を構築。来年度以降もアンケートを定期的に実施

※こどもからの意見についても、今年度開始した「かなえる
ポスト」や「みらい政策委員会」で意見を収集し、実現の検
討を行っている

・市民アンケートにより、773名の市民の声（自由記述意見）
を聴取。カテゴリー別（母子保健、保育、教育、放課後児童
クラブ、居場所、経済的支援等）に整理し、関係各課に情報
共有を行った。

・乳幼児や小中学生など、こどもの育ちに応じ
た子育て当事者の声を聴取し、関係課に情報共
有することで、より市民ニーズを捉えた事業実
施や構築ができるようになった。

・令和6年度はアンケートの実施時期が8月（集
計作業：9月）であったことから、関係課の新年
度予算編成作業前に提供することが難しかっ
た。令和7年度はアンケートを前倒しで実施する
ことで、関係課への情報提供を早め、市民意見
を十分に検討できる期間を設けることとする。

Ａ（２） 「市民の声」に
対応した保育
所、子育て支援
施設等の早期
改善の実施

・市民アンケートや区役所、施設の利用者インタ
ビュー等で寄せられた市民の要望について、年度内
に対応可能な改善を実施する

・市民アンケートは毎年度取得していたものの、これまで対応
について積極的な検討を行っていない（施設利用者インタ
ビューは今後実施予定）

・これまでのアンケート分析や追加実施するインタビュー等から収集した利用者のマイク
ロニーズを整理する
・予算的に対応可能で短期的に解決できる要望について実施する

・	令和６年９月、保育所や児童館等において、子ども家庭局
内の若手職員による利用者インタビュー及び施設点検を実施
・	青少年施設の食事提供体制の変更や子育て支援施設のサイ
ンの改修など、短期的に解決できる要望に着手

・直営保育所（６カ所）、児童館（７カ所）、青少年施設
（２カ所）において利用者インタビュー及び施設点検を実施
・利用者の意見等を整理し、関係各課や施設管理者に情報共
有を行った。

・サービスや施設面などの項目ごとに利用者か
らインタビューし、子育て支援施設等の改善な
ど、短期的に解決できる要望に着手できた。

・寄せられた意見等の多くは、年度内に改善で
きるものが少ないが、引き続き取り組みを行
い、関係各課へ情報提供を行っていく。

Ａ（３） 多様なこどもを
受け入れる保育
現場への支援

・外国籍の家庭のこどもや医療的ケア児の受け入れ
など、多様化する保育所入所者に対応するため、保
育現場の支援を行う

・外国籍のこどもや医療的ケア児の数は増加傾向にあるが、受
け入れ体制が十分に整っておらず、保育現場で手探りをしなが
ら様々な課題に当たっている。職員のヒアリングでも、外国籍
の保護者とのコミュニケーションに苦慮しているとの声がある
・医療的ケア児を受け入れる直営保育所は、従来、医療的ケア
児の入所を想定した設備となっていないため、施設面でも様々
な課題がある

・外国籍の保護者へのヒアリングや他都市での対応事例の研究を行い短期的に対応可能な
改善を図る（外国籍市民への分かりやすい献立情報の提供など）
・医療的ケア児の受け入れについて、現場の声を聴きながらスペースの確保等を行う

・	新規医療的ケア児受入保育所について、専用スペースの整
備に着手
・	「離乳食　食材調査票」の外国語対応（英語・中国語・韓
国語）を実施。その他の言語の対応についても検討中

・「離乳食 食材調査票」を多言語化し、kintoneから各施設
が簡単にダウンロードできるようにした。
・医療的ケア児の受入を行う直営保育所１か所において、施
設改修により専用スペースを確保した。加えて、施設の建替
により、医療的ケア児の受入れに対応できる保育所を新たに
１か所増設した。

・kintone上に多言語の「離乳食 食材調査票」
を掲載していることで施設がいつでも利用で
き、外国籍こどもの離乳食の対応について、安
心感につながった。
・医療的ケア児の受入体制を整備したことによ
り、入所希望者からの相談を受けられる環境を
構築することができた。

・「離乳食　食材調査票」の外国語対応は、現
時点で英語・中国語・韓国語だが、その他の言
語を拡充するとともに、写真やひらがなを用い
た票を作成することも検討していく。
・医療的ケア児の受入保育所を更に増やしてい
くため、引き続き、補助金制度の周知や個別協
議を行うなど、民間施設への意識啓発に努め
る。

Ａ（４） インターネット
を活用した子育
て情報発信の改
善

・市民の子育て情報へのアクセスを向上させるた
め、インターネットによる情報提供内容等を改善す
る

・市では子育てに関する情報を発信するＨＰを運営している
が、情報過多になり、操作性がよくない。
・一方で市民からは放課後児童クラブ、児童館、保育所につい
ては個別施設の情報量が少ないなどと指摘されている

・現在のＨＰ「子育てマップ北九州」を利用者ニーズに対応した内容への再構築に着手す
る

・	子育て世代に必要な情報がタイムリーに提供できるよう、
既存のＨＰの情報の整理、ページレイアウトの変更など、内
容のリニューアルに着手

「子育てマップ北九州」について次の内容をリニューアル
・お知らせしたい情報を周知しやすいよう、ホーム画面への
「バナー」の追加
・情報を探しやすいよう、ホーム画面への「行政サービス」
情報の移動と内容の更新・充実
・施設検索がしやすいよう、また、見やすくするため、マッ
プ(地図)上のピンの色分けや表示する施設の精査
・子育てガイド(妊娠期～３歳児の行政サービス情報)のリ
ニューアル
・多言語化（英語・中国語(簡体・繁体)・ベトナム語）の実
施

・掲載情報の精査、操作性や見やすさなどの改
善に取り組むことで利便性が向上。子育て当事
者の行政サービス情報を収集するためのツール
として利用されている。

Ｂ（１） 保育施設等への
新たな保育人材
の活用の検討
(保育現場の負
担軽減や効率
化)

・保育の質の向上を図ることを目的に、保育人材が
不足する状況に対処するため、これまでの保育士の
確保策に加えて、新たな人材の活用策や保育現場の
負担軽減等について検討を始める

・保育人材が不足する状況が続く一方で、短～中期には、こど
も誰でも通園制度の開始など保育ニーズは増加することが予想
される
・保育士の有効求人倍率は依然として高水準。保育士養成校の
学生数は減少傾向
・外国籍家庭や障害児など配慮を要するこどもに対応できる高
スキル人材も必要
・保育士の業務負担を軽減し、保育士が働きやすい環境を整備
することも必要

・ICT化を含めた保育士等の働き方改善に向けた取り組みを検討する
・新たな保育補助人材等の活用による保育サービス提供の可能性について検討する

　以下の取組を検討中（今後、必要な財源の確保等を進め
る）
・北九州市独自の「子育て支援員研修」の実施
・「北九州市マイスター保育士制度」の構築
・保育士資格を持たない「保育補助者（子育て支援員研修修
了者）の雇用費補助」の実施

　保育現場の負担軽減、質の向上を図るため、以下に関する
R7予算を確保した。
・北九州市独自の「子育て支援員研修」の実施
・「北九州市マイスター保育士制度」の構築
・保育士資格を持たない「保育補助者（子育て支援員研修修
了者）の雇用費補助」の実施

・新たな保育人材の確保、保育の質の向上、保
育士のモチベーションアップ等、総合的に保育
現場の負担軽減等につながる検討に着手した。
今後、市民が安心して保育施設に預けることが
できる受入体制の構築につなげていく。

・令和７年度からの新たな取組の効果が、十分
に発揮できるように保育現場等の声も聞きなが
ら制度設計を行い、年度内に着実に実施してい
く。

Ｂ（２） 子育て相談体制
の再編

・これまでも市・区・地域レベルで子育ての相談や
交流する場を設けているが、適切な相談窓口にアク
セスできていない状況や、相談者のニーズと提供体
制（機能、相談方法など）のミスマッチも生じてい
ることが伺われることから、再編を行う

・子育て当事者の子育ての不安や悩みは増加傾向
・子育てに関する悩みについて、どこに相談したら良いかわか
らないといった声がある一方で、窓口によっては相談件数が減
少傾向

・子育て当事者間の情報共有レベル、身近で日常的な相談、課題や不安を抱えるこどもや
子育て当事者への専門的な相談など、程度や内容に応じた体制に再編する
・SNSなどデジタルの活用も含め、子育て世代に合った相談のあり方も検討

・相談件数が少ない等、事業実績が低迷している事業につい
て、令和７年度以降の統廃合を検討

・子育て支援総合コーディネーター事業「子育て支援サロン
“ぴあちぇ－れ”」における電話相談件数が減少しているこ
とから、他の類似施設との関係の整理に着手した。
・「ひとり親コンシェルジュ」における業務のうち、業務委
託している訪問（アウトリーチ）について、ニーズが少な
かったため廃止し、相談窓口を区へ集約した。

・子育て支援総合コーディネーター事業「子育
て支援サロン“ぴあちぇ－れ”」については、
相談実績など市民ニーズを踏まえた対応に着手
した。
・今後の身近な子育て支援機能の集約や強化等
の在り方の検討を行ったことにより、市民が求
める相談体制の在り方について、新たな視点で
見直すことができた。

・子育て支援総合コーディネーター事業「子育
て支援サロン“ぴあちぇ－れ”」は、令和７年
度末で事業廃止予定
・保育所等の身近な子育て支援機能の強化等に
取り組んでいく。

Ｂ（３） 児童虐待に対す
る効果的、効率
的な支援体制の
構築

・区における児童虐待対応の体制強化を図るため、
子ども総合センターとの役割分担を改めて整理する
・児童相談所の職員が経験の量に関わらず、十分な
情報収集を行い、的確な支援を行うことができるよ
う環境を整備する

・虐待対応件数が増加を続け、子ども総合センターの業務が増
大する一方で、軽度虐待に対する区と子ども総合センターの役
割分担が曖昧になっている
・児童福祉司等の配置は虐待対応件数を基準に法定となってい
るが、虐待対応件数は増加し続けているため子ども総合セン
ターの組織が大規模化を続けている
・児童福祉司の配置を法定どおり進めてきた一方で、確実に虐
待に対応するための相談スキルの育成が課題となっている

・児童福祉司の今後の配置について関係局と調整を行う。
・ＡＩ等のデジタル技術の活用により、虐待に対する情報収集能力の向上や支援の効率化
が図られるか検証する

・区における児童虐待対応の現状把握のため各区のヒアリン
グを行うとともに、他都市調査を実施
・ICTを活用した児童虐待対応の業務支援として、株式会社
AiCAN（神奈川県川崎市）のタブレットアプリを活用した実証
実験を実施予定（R6.12～R8.3）

・各区ヒアリングや他都市調査の内容、本市の虐待対応の実
情を踏まえ、人事担当課と調整を行い、Ｒ7年度から、大規模
区及び中規模区への児童福祉司の配置が決まった。
・株式会社AiCANと連携した実証実験の実施に着手した。

・配置が決まった段階であり、課題・取組内容
等については、今後、検証を行う。
・虐待通告があった際、タブレットアプリを通
じて、現場の写真を所属の上司がリアルタイム
に確認し、所属と現場との迅速な情報共有や対
応判断に役立った。

・当初予定していた配置が行われた。
・令和７年度からは、端末台数を増やし、更な
る活用促進を図る予定である。

Ｂ（４） 性別にかかわら
ず子育てしなが
ら活躍できる企
業文化の醸成

・共働き家庭が増加し男女ともに子育てに携わるこ
とが多くなっており、企業や職場において、子育て
中の従業員に対する一層の理解の促進を図っていく

・国の「こども未来戦略」でも、子育て中の従業員への理解や
男性育休取得を推奨しているが、企業に浸透している状況とは
言えない
・市民アンケートでも、企業の経営者や管理職の意識につい
て、「子育てに理解がない」、「こどもが病気の時に気兼ねな
く仕事が休めるような社会になってほしい」といった声が上
がっている

・関係局と連携し、横断的な取組みを検討する
・毎年11月に行うワーク・ライフ・バランス推進月間に企業への働きかけを行う

・市政だより11月15日号の「こどもまんなかcity」特集記事
において、「こどもまんなかワークスタイル」に関するト
ピックスを掲載し、11月のワーク・ライフ・バランス推進月
間に合わせ、関係局と連携しながら、企業をはじめとする市
民へ広く働きかけを実施

・市政だよりの特集記事への掲載の他、北九州商工会議所の
会報誌「北商ニュース」にも、仕事と育児を両立しやすい職
場づくりを後押しする記事を掲載した。

・市政だよりの特集記事で、男性社員も育児休
業を取りやすい環境を整えた企業や、実際に育
児休業を取得した男性社員の声を取り上げた。
・また、市政だよりや商工会議所会報誌の中
で、仕事と育児を両立しやすい職場環境づくり
に取り組む事業所への国からの助成金制度や、
専門家（社会保険労務士）の無料派遣について
も紹介した。
・これにより、企業や職場において、子育て中
の従業員に対する一層の理解の促進につながっ
た。

・当初の予定どおり、市政だよりや商工会議所
会報誌等を利用して周知できた。
・今後も引き続き周知に取り組んでいく。

R６子ども家庭局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｃ（１） 質の高い保育
サービスを提供
するための今後
の方向性に関す
る検討　（多様
化する保育ニー
ズへの対応に向
けて）

・子育て世帯が、それぞれのこども・家庭の状況に
応じ、官民問わず利用したい保育サービスを利用し
たいタイミングで選ぶことができる環境を目指す

・市内の保育所等（保育所及び認定こども園）は188施設（直営
13、指定管理4、民間171施設）。保育ニーズの9割超を民間施設
が担っている
・一方で、障害児や医療的ケア児など特別な支援を要するこど
もの対応は、困難度が高いほど直営保育所が担う役割が大きい
現状がある
・直営保育所は施設の老朽化が進んでおり、早期の大規模整備
（建替え等）の検討が必須となっている

・公立・私立を問わず多様な保育ニーズに対応するための課題等を整理
・求められる機能や役割を明確にしつつ、直営保育所の機能強化（民間保育所に対する支
援など）や適正な配置数について検討し、老朽化施設については計画的に建替えを実施

・政令市の状況調査・分析（保育所・認定こども園の内訳、
直営の数、比率など）
・北九州市における障害児の受入状況の分析
・ユニークな取組みの事例研究（新潟市…連携拠点園、横浜
市…ネットワーク事務局園）⇒横浜市へ訪問し詳細調査

・他都市の状況調査・分析を行い、各都市の保育施設の設置
状況及び公民連携に関する先進事例を把握した。その中で、
市立保育所を中心とした保育資源ネットワーク構築事業を実
施する横浜市を訪問し、取組の概要や要点等について聴取し
た。

・他の政令指定都市に比べでも、障害児や医療
的ケア児の受入が進んでおらず、多様化する保
育ニーズに十分応えられていない現状を把握し
た。
・先進的に取り組んでいる都市の視察を行った
ことにより、北九州市において実施可能な手法
を検討する上での基礎知識を得た。

・障害児や医療的ケア児への対応について、北
九州市の現状の把握に着手した段階であり、引
き続き、北九州市における障害児等の受入状況
の分析を進めるとともに、先進都市の事例研究
等を追加で行うなど、具体策の検討を進める。
・民間施設等との協議・研修の場の検討を開始
する。また、年度内に講義や実技の研修等を実
施し、当該研修等を通じた民間施設との協議を
行っていく。
・上記の取組を踏まえ、直営保育所の機能強化
の方向性と整備のあり方の検討に着手する。

Ｃ（２） 児童館の今後の
あり方の検討

・地域での利用しやすさに配慮した未就学児の親子やこ
どもの居場所、活動の場のあり方を検討
・こどもの安全性に配慮した児童館内放課後児童クラブ
のあり方を検討

・児童館は概ね２中学校区に１館、計39館設置されているが、エリア
の全域をカバーできておらず、自治会などの地域活動と必ずしもリン
クできていない
・若い子育て世代がこどもの幼いうちから身近な市民センター等を利
用することで地域との繋がりをつくり、子育ての孤立化を防ぐ必要が
ある
・児童館のうち4分の3は放課後児童クラブを実施しているが、保護者
からは、以前より、安全性等の面から学校内への設置を望む声がある
・一部児童館は老朽化が進んでいる

・地域での利用しやすさに配慮した今後の児童館の機能のあり方について検討する
・こどもの安全性に配慮した児童館内放課後児童クラブのあり方について検討する
・施設の老朽化だけでなく、エリア人口の傾向や子育て世代の動向、学校の余裕教室の有無などの
状況を勘案し、個別に検討する
・老朽化している施設であっても、状況等によっては大規模改修等を実施し、長寿命化を図ること
も検討する

・他都市の状況調査・分析（他都市の取組事例の調査等）
・関係部局ヒアリング（学校空き施設の状況等）

・他都市の状況調査、関係部局へのヒアリング等を踏まえた
経営分析・事業分析を実施
・移動児童館の取組について他都市の状況を視察
・学校空き施設の状況等について教育委員会へのヒアリング
を実施
・放課後児童クラブを実施する児童館について、放課後児童
クラブ機能を学校施設内に移設し、耐用年数期限を迎える施
設の段階的廃止または集約化を検討する方針を決定した。
・用途廃止後、公共利用の予定がないものは民間へ売却する
とともに、民間団体等より利活用の申し出があった場合は必
要に応じ耐用年数まで貸し付ける方針を決定した。
・児童館の廃止等とあわせ、若い世代と地域が関わる機会提
供の視点から、市民センター等の身近な場所で提供するプロ
グラムの提供を検討することとした。
・施設の老朽化度合いや地域の実情・状況を踏まえ、各児童
館の個別計画を策定することとした。

・本取組みに先行して地域からの要望により、
令和６年度中に、児童館内から学校敷地内及び
学校近隣に移転が完了した放課後児童クラブに
ついては、児童が安全にクラブを利用できるよ
うになった。

（令和7年度に向けた考え）
・放課後児童クラブ移転に関する意向調査を
行ったうえで個別移転計画を策定し、放課後児
童クラブ運営団体と移設に向けた協議を順次進
めていく。
・放課後児童クラブ移転後の児童館について、
用途廃止に向けた協議を進める。

Ｃ（３） 青少年施設の今
後のあり方の検
討（未就学児対象
宿泊型施設、キャ
ンプ場を含む）

・宿泊型を含めた青少年施設（未就学児対象宿泊型施
設、青少年キャンプ場を含む）については、公共施設マ
ネジメント実行計画で一定の方向性が示されているが、
改めて全体として、民間活用を含めた今後のあり方を検
討する

・宿泊型施設は、こどもの数の減少や学校行事の見直しにより、利用
が減少
・人口１万人当たりの施設収容人数は政令市２位（本市7.2人、政令市
平均3.2人）
・施設は老朽化が進んでおり、今後、大規模改修や建替えが必要
・こどもや若者・家族など利用者のニーズとの隔たりが生じている

・キャンプ場や未就学児対象宿泊型施設を含む青少年施設全体の方向性について改めて検討を行う ・青少年施設の機能や利用者に関する情報収集・分析
・他都市の状況調査・分析（他都市の取組事例の調査等）
・関係部局ヒアリング（学校宿泊行事の動向等）

・ユーザー意見、他都市の状況調査、関係部局へのヒアリン
グ等を踏まえた経営分析・事業分析を実施
・施設整備や運営について、他都市の取組状況を調査
・宿泊行事の動向等について教育委員会へのヒアリングを実
施
・公共施設マネジメント実行計画に基づき、4つのキャンプ場
（足立、金毘羅、しょうぶ谷、堀越）と足立青年の家を廃止
し、民間活力を導入したレジャーキャンプ場へリニューアル

・耐用年数期限を迎える施設の段階的な廃止ま
たは集約化などの方向性の検討
・施設整備や運営については、民間活力を導入
する事業手法を検討
・4つのキャンプ場については、民間活力導入に
より、民間の視点を取り入れた、現代のスタイ
ルに合ったレジャーキャンプ場に再生

・青少年施設（未就学児対象宿泊型施設を含
む）については、民間による調査やサウンディ
ング等を通じて、民間活力の導入に向けた、実
施手法の検討を進める。
・市関係部局と協議し、課題を整理すること
で、リニューアル・集約の方向性を検討する。
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